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平

は じ め に
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今後の日本経

在する。いわゆ

る検討は，マル

ばしば取り上げ

模の急増をまか

上で，人口の急

済を考える上で最も基本的な

る少子・高齢化問題である。

サスの『人口論』（

られてきた。しかしながら，

なうだけの食糧生産の拡大が

増は足かせにならないのか，

要因として，人口規模および

伝統的な経済分析においても

［ ］）を持ち出すまでもなく

人口に関する伝統的な経済分

可能であるのか，発展途上国

という形の人口規模をいかに

これの構成の変化が存

人口や人口構造に関す

，重要な課題としてし

析上の課題は，人口規

が経済成長を達成する

抑制するのかという側

面からのもので

成の急激な変化

も経験した問題

模で展開するこ

来の経済分析の

人口問題を考

模という概念に

あった。これに対して，今後

である。こうした問題は，

であるが，今後日本経済が経

とが予想されている。この観

枠組みを超えた問題である可

えることを難しくしている理

は明確な意味づけが困難であ

の日本経済が直面する課題は

年代から 年代のヨーロ

験する状況は，ヨーロッパ先

点に立てば，我々が考えなく

能性がある。

由のひとつは，特定の国を対

ることである。よって，人口

，人口の減少と人口構

ッパの先進国において

進国の経験を上回る規

てはならない課題は従

象とした，最適人口規

の問題を経済学的に検

討する際の政策

推移を把握し，

しを把握する
）
。

整する経済政策

口の問題が大き

と考えられるの

らいの水準であ

目標の構築が困難になってい

こうした推移を引き起こした

こうした検討の中で，人口の

を考えるべきかという問題に

な社会・経済問題となるのは

で，人口構造の安定化の方策

ることが望ましいのかという

る。そこで本稿では，先ずこ

原因を整理し，今後の日本の

変化を与えられたものとして

対しても一定の評価を与える

，人口の減少よりも，人口構

を考えることを基本とし，日

議論の展開は行わない。

れまでの日本の人口の

人口構造に関する見通

考えるのか，これを調

。いずれにしても，人

造のゆがみに起因する

本の人口規模がどれく
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の人口が減少に転じたと判断

献が多数現れており，代表的

鈴木［ ］等があるが，こ

はない。しかしながら，人口

『人口減少社会における経済社会発
果の一部である。

されたこともあり，最近日本

なものとして，古田［

れらの文献においても，人口

減少という事実は事実として

展戦略研究』［研究代表者古川

における人口減少に関
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のが多い。ま

で安定すれば

らず存在して

少子・高齢化

た，少子・高齢化のペースが

，現在よりも生活のしやすい

いる。このことは受け入れ可

に伴う日本経済の課題（平田）

ある程度安定し，日本の人

社会構造を作り出すことが

能な考え方であろうが，そ

口が現在よりも少ない水準

できるという議論も少なか

こに至るまでに調整あるい

は検討しなく

な限り明確化

上記の目的

のある課題を

することは困

る，年金の問

保と現在の学

てはならない課題が多いこと

することを目指す。

を満たすため，本稿では人口

順次列挙していく。紙幅の関

難であるので，ここでは，人

題，労働力確保問題，産業の

校教育の抱える課題に関して

も事実である。ここではこ

構造の変化が経済社会に与

係もあり，関連する課題を

口構造の変化が今後の日本

国際競争力を維持する上で

考える。人口減少に伴って

うした転換期の課題を可能

える影響に関して，可能性

すべて提示し，詳しく検討

経済に直接的な影響を与え

必要となる労働力の質の確

発生することが想定される

課題は多岐に

い。よって，

正確に把握し

本稿の２節

３節では，２

関して検討す

の５節では，

労働力の確保

わたり，評価基準も不明確で

本稿では全ての課題を検討す

，今後考えるべき課題に関し

では，日本における第２次世

節に示す人口構造の変化に関

る。４節では，人口減少や少

少子・高齢化が年金制度に与

に関する関係を検討する。７

あり且つ長期的視野で考え

るというよりも，人口変動

てある程度の全体像を示す

界大戦以降の人口構造の変

する評価とこうした状況を

子・高齢化がもたらす経済社

える影響を簡単に整理する

節で本稿の内容を整理し，

なくてはならない課題が多

に関する現状を可能な限り

ことを目的とする。

化とその原因を検討する。

引き起こした経済的要因に

会的影響を整理する。本稿

。６節では少子・高齢化と

今後の検討課題を整理する。

２ １ 日

日本におけ

を示したのが

２．人口

本における人口の推移

る人口の推移を見るため，日

図２である。これらの図によ

構造の変化とその原因

本の総人口の推移を示した

ると，日本の人口は第２次

のが図１，総人口の増加率

世界大戦後の 年間に急激

図１ 日本における総人口の推移
）
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図２

学（第 巻・第５号）

日本の人口増加率

に増加し（特に

年に人口が

に出ている）影

年から

を上回っている

年から 年の人口増加率

１億人を超過している。

響と，第２次ベビー・ブーム

年にかけて人口増加のペー

）。しかしながら， 年以降

は２％を上回っている），その

年が丙午で出産を抑制した

（第１次ベビー・ブーム世代によ

スが再上昇している（特に

人口増加率は次第に低下傾

後は安定的に増加し，

（人口増加率の低下が顕著

る出産の増加）により，

年には人口増加率が２％

向を継続しつつ（ 年

以後人口増加率

％にまで

年の人口は

２ ２ 日本

２ １で述べ

から，人口の年

は１％を下回る状況が継続して

低下し， 年ないし 年

年の人口を下回ったと言

の人口ピラミッドの変化

たように，第２次世界大戦後

齢別構成にもゆがみを生じて

いる）現在に至っており，

から減少に転じると予想され

われている。

の日本では，人口増加率が大

いることが予想される。現在

年に人口増加率は，

ていたが，結果的には

きく変化していること

社会問題化し，本稿で

も以下で検討す

いるかよりも，

る言葉が，少子

ことの根拠も，

る。

図３ 日本にお

る，人口変動に起因する各種

人口の年齢構成のゆがみに起

・高齢化である。現在，少子

人口の年齢構成を安定化させ

ける人口ピラミッドの変化
）

の社会問題は，単に人口が増

因している課題が多い。この

化に歯止めをかけることが重

ることが重要であるという認

加しているか減少して

ことを端的に示してい

要であると主張される

識が存在するからであ
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年齢階層別

３に日本にお

は以下の通り

少子・高齢化

人口比率を見るためには，人

ける人口ピラミッドの経年的

である。１） 年における

に伴う日本経済の課題（平田）

口ピラミッドを観察するこ

変化を示している。これら

日本の人口ピラミッドは，

とが最もわかりやすい。図

の変化から理解されること

まさにピラミッド型を示し

ており，人口

口ピラミッド

の人口が

ことである。

は，人口構成

男性では人口

の犠牲になっ

の年齢構成が若いほど人口が

を見ると２つの特徴点を見出

年の人口ピラミッドを前提と

年から 年までに 年

がピラミッド型をしているの

が減少している。これは明

たことを意味している。第２

多いという形状を示してい

すことができる。第１の特

して自然に考えられる人数

間が経過しているので，

が自然であり，女性の形状

らかにこの世代（終戦時に 歳

の特徴点は，０歳から 歳

た。２） 年における人

徴は， 歳から 歳の男性

に比べて少なくなっている

年の 歳以上の人口層で

は確かにそうなっているが，

から 歳層）が数多く戦争

層の人口が減少傾向を示し

ていることで

ブームによる

以下層では，

も下回って，

にして日本の

ッドになって

が， 年の

年の 歳

ある。３） 年における人

人口増加の結果が見て取れる

第１次ベビー・ブーム後で人

人口構成の低下傾向が顕著に

人口構造を整理すると，

おり， 年では，人口安定

人口ピラミッドは，明確な人

層から， 歳層において

口ピラミッドでは， 歳か

が，それ以後第３次ベビー

口が少なくなっていた，

現れていることである。上

年時点の日本では，明らか

型に近づく可能性のある人

口減少型になっている。こ

顕著で， 歳以下層に関し

ら 歳層に第２次ベビー・

・ブームが発生せず， 歳

歳から 歳層の人口規模を

記の人口ピラミッドを前提

に人口増加型の人口ピラミ

口ピラミッドになっていた

の人口の減少傾向は，

ては減少傾向に歯止めがか

かりつつある

以下の図４

４のうちアメ

きる。これに

図４

とも判断されるが，安定化あ

に外国の人口ピラミッドの代

リカ，イギリス，フィンラン

対して，エチオピア，ブラジ

外国の人口ピラミッド
）

るいは増加傾向を示してい

表的な形を示し，日本の

ドは先進国型の人口ピラミ

ル，インドの人口ピラミッ

るとは言えない状況である。

年の状況と比較する。図

ッドであるということがで

ドは，発展途上国型の人口

（ ）



ピラミッドであ

先進国型の人

ドであるが，あ
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るというべきである。

口ピラミッドでは，いずれの

る年齢層以下ではこの形状に

学（第 巻・第５号）

国でも年齢の高い層では人口

変化が発生している。変化が

増加型の人口ピラミッ

発生した時期は国によ

って異なってい

それ以前にも変

フィンランドで

アメリカとイギ

しつつあると考

歳層をピークに

いる人口ピラミ

る。アメリカでは 年の

化の兆しが認められるが，

は， 年の 歳層から変化

リスでは完全な人口減少型に

えることができそうである。

継続的に人口減少型の人口ピ

ッドほど減少傾向は顕著では

歳以下層から変化が始まって

年の 歳以下層からは変化

が始まっていると考えること

なっているというより，ほぼ

これに対して，フィンランド

ラミッドになっているが，現

ない。

おり，イギリスでは，

が顕著になっている。

ができよう。このうち

安定型に向かって収束

では， 年の

在の日本で観察されて

途上国型の人

いる。ブラジル

は，人口減少型

から変化してか

日本の立場か

させたのか，あ

況を保っている

必要がある。

口ピラミッドを示している国

やインドでは，人口増加に一

に変化していく可能性も存在

らの経過時間が少ないので，

らは，アメリカやイギリスが

るいはフィンランドで人口減

理由あるいは，人口減少型を

の中で，エチオピアが現在も

定の歯止めがかかりつつあり

する。しかしながら，これら

いまの時点で明確な判断を行

どのようにして，人口減少型

少型を継続していながら，そ

ベースにした社会システムの

人口増加型を継続して

，今後の推移によって

の国では，人口増加型

うことは困難である。

から人口安定型に変化

の程度が厳しくない状

運営方式に関して学ぶ

２ ３ 人口

これまで，人

変動の要因をや

できる。

各年の人口

変動の要因

口の変動とそれに伴う人口の

や詳しく見ていく。人口変動

前年の人口＋出生者数 死亡

年齢構成の変化とを検討して

の要因を形式的に考えると以

者数＋（純）社会移動

きたが，以下では人口

下の関係で示すことが

図５ 日本における出生者数と死亡者数の推移
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図６

に伴う日本経済の課題（平田）

出生率と死亡率の推移

日本におい

挙げ，旧植民

る
）
）。この結

とになる。

ては，国境を越えた人口の

地からの帰国，抑留者の帰国等

果，日本における人口の変動

これらの推移を示したのが図

社会移動は少ない（第２次世界

があったが，現在は外国人労働

は基本的に出生数と死亡者数

５であり，総人口に占める出

大戦直後は，戦地からの引き

力の受け入れ等は限定的であ

の変動によって決まるこ

生者数と死亡者数の比率

（出生率と死亡

第２次世界

が，傾向とし

り，その後

められる。こ

要はない。こ

が死亡者数を

率）を示したのが図６である

大戦後の出生者数と死亡者数

て， 年から 年までは

年代以降徐々に増加に転じ

れは，経年的に高齢者人口が

れに対して，出生者数には大

下回れば人口が減少すること

。

の推移を見ると死亡者数に

顕著に減少し，その後

最近では死亡者数の増加が

増加していることの結果で

きな変動が存在する。先に

になるので，ここ数年のう

大きな変動は認められない

年代まではほぼ安定してお

やや加速していることが認

あり，特に説明を加える必

示した関係から，出生者数

ちに人口の自然減が発生す

ることは容

年から人

が，出生者数

上に述べた

変動を規定

年から

少した後，

ら 年の

易に予想され，当面の予想で

口減少となった。出生率・死

・死亡者数で見るよりもより

ように，現在の社会状況では

するのは出生者数の変動であ

年にかけて 万人台であ

年まではほぼ横ばいで推移

間は，出生者数が 万人を上

は， 年から人口が減少す

亡率のグラフで見ても状況

なめらかなグラフとなって

死亡者数は年齢別人口割合

る。よって，出生者数の変動

った出生者数は， 年の

し， 年から 年にか

回っている（第１次ベビー・

ると考えられていたが，

に大きな変化は存在しない

いる。

でほぼ決定するので，人口

をやや詳しく確認する。

万人にかけて急激に減

けて再度増加し， 年か

ブーム世代による出産の増加

の効果である

万人と

生者数をピ

数が増減した

かかったとも

と考えられ，第２次ベビー・ブ

極端に少ないのは，丙午生ま

ークとして， 年の 万

が，それ以後継続的に微減に

考えられるが，微減傾向が続

ームと呼ばれている）。この間

れの女子の出生を嫌った特殊

人まで継続的に減少した。そ

転じている。最近の状況は

いていると考える方が自然

の 年の出生者数が，

現象である。 年の出

の後 年までは出生者

出生者数の減少に歯止めが

であろう。特に注意する必

（ ）



要があるのは，

次ベビー・ブー

以上の検討か

立命館経済

年をピークとする第２次

ムの発生が認められないこと

ら，今後日本の人口動態を安

学（第 巻・第５号）

ベビー・ブームから 年を経

である。

定化させるためには，出生数

過してもいわゆる第３

の維持が必要であるこ

とは明らかであ

要因に関しては

離婚等の状況を

出生者数を決

一般的には，１

よって出生率を

は，女性１人あ

る。よって，以下では出生者

，経済的要因が関与している

確認し，次節で経済的要因を

める基本的な要因は，出生率

人の女性が一生のうちに平均

示すことが多い。これの推移

たりの出産児数を示している

数の変動要因を検討する。と

可能性が高いが，ここでは先

検討することにする。

（人口に対してどれだけの出生

的に何人の子供を産むかを示

を示したのが，以下の図７で

ので，夫婦２人で２子を出産

ころで出生者数の変動

ず物理的な出生，婚姻，

者数があるか）であるが，

す，合計特殊出生率
）
に

ある。合計特殊出生率

するとすれば，合計特

殊出生率は２と

れると言うこと

の全てが２子を

第２次世界大

図７ 合

なる。よって，一般的に合計

になる。ただし，全ての日本

出産しても日本の人口規模が

戦後の合計特殊出生率は非常

計特殊出生率の推移

特殊出生率が２を上回れば日

人が結婚するわけではないの

維持されるとは限らないこと

に大きかった（終戦によって

本の人口水準は維持さ

で，結婚している夫婦

には注意が必要である。

，各年齢の女性の出産が多

図８ 婚姻数と離婚数の推移
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図９

に伴う日本経済の課題（平田）

婚姻率と離婚率の推移

くなったこと

計特殊出生率

日本におい

の出産数に依

要因として２

を反映している）が， 年か

の低下傾向が明らかになり，

ては現在までのところ婚姻外

存して出生数が決まると考え

つの可能性が考えられる。第

ら 年まではほぼ安定して

年にはすでに合計特殊

出生数は多くない（２％弱）の

ることができる。よって，

１の可能性は，日本人の婚

いた。 年以降は，合

出生率は２を下回っている。

で，婚姻数および既婚者

合計特殊出生率が低下した

姻率が低下していることで

あり，第２の

第１の可能

人あたりの婚

ので，図８に

態は類似して

る。 年か

はないまでも

可能性は，結婚した夫婦が出

性を確認するため，日本にお

姻率・離婚率を示したのが図

基づいて考える。合計特殊出

いる。その後は婚姻率の変化

ら 年にかけて婚姻率は大

これに近い水準に達している

産する子供数が減少してい

ける婚姻数・離婚数を示し

９である。図８と９の形状

生率と関係づけて図８を見

に比べて合計特殊出生率の

きく上昇し，第２次世界大

が，合計特殊出生率の形状

ることである。

たのが図８であり，人口千

に大きな相違が存在しない

ると， 年までの変動形

反応が鈍いように感じられ

戦直後の高い婚姻率ほどで

は類似しているとはいえ，

上昇の程度は

特殊出生率の

は微増ある

る可能性があ

次世界大戦後

るということ

いると考える

大きくない。 年から

低下傾向と対応しているとい

いは横ばいであるが（第２次ベ

る），合計特殊出生率は減少傾

の日本では，第２次世界大戦

ができる。言い換えれば，結

ことがでる。しかしながら，

年にかけて，婚姻率は低下

うことができる。これに対

ビー・ブーム期の子供が結婚年

向が継続している。これらの

直後を除いて，婚姻に伴う

婚にともなって出生する子

婚姻率の上昇が，出生率に

しており，この変化は合計

して， 年以降，婚姻率

齢に達したことを反映してい

動きを総合すると，第２

出生の連鎖が弱くなってい

供の数が低下傾向を示して

プラスの影響を与えている

ことも明らか

る。

ここで，や

離婚の可能性

昇が出生率を

上記の状況

であり，人口の減少に歯止め

や注意を要するのは，婚姻率

があれば出産を控えるという

低下させている可能性も無視

を前提に，年齢別の婚姻状況

をかけるためには，婚姻率

と離婚率の差が次第に小さ

傾向が存在することは明ら

することはできない。

と出生率との関係を経年的

が上昇することが必要であ

くなっていることである。

かであるので，離婚率の上

に整理したのが，表１であ

（ ）
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る。表１には有

この表におけ

偶率は， 年

がら， 歳代に

配偶率，年齢別出生率，有配

る最も基本的な関係は，年齢

では ％であったものが，

おける有配偶率には，顕著

偶出生率を示している。

別婚姻率である。これを見る

年には ％に大幅に低

な低下は認められず， 年

と 歳代における有配

下している。しかしな

の ％が 年では

％に上昇し

の間の変化には

いることは，

ことである。こ

率が， 年に

それに対して，

ている。しかしながら，この

，離婚率の上昇が関係してい

年以降の 年間に日本の

の結果， 年において，年

は大幅に低下している（もっ

歳以上層における出生率が

間に 歳代の有配偶率がより

る可能性もある。結局この有

社会では，初婚年齢の上昇（

齢別出生率で際立って高かっ

とも 年においてもこの年齢

上昇している。 年におい

高かった年もあり，こ

配偶率の変化が示して

晩婚化）が急激に進んだ

た， 歳未満層の出生

層の出生率が最も高い）。

て 歳層の出生率

（ ）

表１ 年齢別

年齢

有配偶率

歳
歳
歳
歳
歳
歳

出生

（人

率，有配偶率，有配偶出生率

口百万人あたり）

）

歳

年齢別出生率

歳
歳
歳
歳
歳
歳
歳

有配偶出生率 （人口千人あたり）

歳
歳
歳
歳
歳
歳
歳

表２ 妻の

総 数
歳
歳
歳
歳
歳
歳

年齢（５歳階級）別平均出産児数
）



が低下してい

ており，最近

における経年

少子・高齢化

るのは， 年におけるこの

では晩婚化がより一層進んで

的変化は驚くほど小さい。

に伴う日本経済の課題（平田）

年齢層の有配偶率が ％に

いることを示している。こ

歳層では顕著に上昇し

達していないことを反映し

れに対して，有配偶出生率

ており， 歳層ではほ

ぼ横ばいであ

を示している

と，出産しや

表２に示し

の数を年齢階

年から現

殊出生率は，

り， 歳層でやや低下し

。これらの状況の整理は難し

すい年齢層は現在でも 歳台

たのは，上記の内容を別の角

層別に示したものである。こ

在まで，大きな落ち込みは観

ほぼ２の水準を維持している

ている。 歳以上層ではい

いが，日本では結婚と出産

までであることはある程度

度から見たものであり，結

の表によっても，結婚して

察されていない。結婚して

ことになる。

ずれの年齢層でも上昇傾向

が密接に結びついているこ

いえる。

婚している女性が持つ子供

いる女性が持つ子供数は，

いる女性における，合計特

結局日本に

ることもこれ

なお本稿で

人口学の分野

討した晩婚化

された合計特

の方法に従っ

られているが

おける出生率低下の主原因は

に関係していると考えられる

は，観察されたデータと現実

では，合計特殊出生率の変動

が合計特殊出生率に影響を与

殊出生率の計算方法も，

て，日本の合計特殊出生率

， 年代以降，タイミング

，婚姻年齢の上昇であり，

。

の日本社会の変化とを関係

を説明するためのモデルも

えることをタイミング効果

［ ］等に

を調整して計算した結果も

効果で調整しても日本の合

婚姻率自身が漸減傾向にあ

づけた一般的説明であるが，

提示されており，ここで検

と呼び，これによって調整

よって提示されている。こ

［ ］によって得

計特殊出生率は，２を下回

っており，

合計特殊出生

生率が低下

献として，大

年代後半になると，タイミ

率に接近している状況も観察

していることは否定しようが

淵・高橋［ ］等がある）。

３．人口変動

ング効果によって調整した

されている。どのように整

ない（人口学の立場から少子化

に対する評価と経済的要因

合計特殊出生率が，通常の

理しても，日本において出

の問題を体系的に検討した文

前節では，

種の要因に付

整理し，こう

まず確認し

社会システム

くなく，人口

第２次世界大戦後の日本にお

いてデータを示し，これに若

した状況に経済的な要因がど

ておくべきことは，日本にお

を安定的に維持していくため

の年齢構成もほぼ安定してい

ける人口の変動とこれに影

干のコメントをつけてきた

の程度関係しているのかに

ける最適な人口規模を決め

には，急激な人口の増加や

ることが望ましいと言うこ

響を与える可能性のある各

。以下ではこれらの内容を

関して若干の検討を加える。

ることは，不可能であり，

急激な人口の減少は望まし

とである。この意味では，

第２次世界

積を広げるこ

提とする限り

政策目標には

成可能性を考

する際に考慮

大戦以前の日本において主張

とを政策目標としていた時代

，国土面積の拡大を前提とす

なり得ない。よって，以下で

える。もちろん，保健衛生に

すべき条件は，時代や対象国

された，『生めよ，増やせよ』

の考え方であり，現在の世

ることはありえず，人口増

は人口水準の維持を前提に

関する社会環境の変化も大

によって影響を受けること

という考え方は，国土面

界秩序を維持することを前

加が人口に関する第１義的

現在の日本でこの目標の達

きいので，この基準を適用

は事実である。日本におい

（ ）



ては，高度経済

時代に比べて小

整する必要はな
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成長が始まった 年以降で

さく，現在の日本の人口規模

い。

学（第 巻・第５号）

はこうした基本的な社会環境

の維持を考える上では，社会

の変化は，それ以前の

環境の変化によって調

前節で説明し

とが必要である

７参照）。現在の

を上昇に転じる

表２に示した

供数は２を上回

化してはいない

たように，人口水準を維持し

。 年以後日本ではこの水

日本のように，出産が原則

ためには，婚姻率の上昇か有

，妻の年齢別出産児数から判

っており，結婚すれば平均的

。また各種アンケート調査に

ていくためには，合計特殊出

準を下回り，現在まで低下傾

として婚姻を前提としている

配偶出生率の上昇かが必要で

断する限り，現在までのとこ

に２人の子供を持つという状

よると希望する子供数は，

生率が２以上であるこ

向が継続している（図

限り，合計特殊出生率

ある。

ろ，既婚女性の持つ子

況は現在でも大きく変

人という数値が出て

いることもこう

既婚者の子供

説明するのは，

年以降婚姻

に変化が認めら

上昇が，第２次

把握することが

以上層であるの

した状況を裏付けている。

数が，ほぼ２であるのに対し

婚姻率の低下と離婚率の上

率においては増加傾向を示し

れないことである。このこと

ベビー・ブーム世代の婚姻に

必要である。いずれにせよ

で，出産の可能性のある女性

て，合計特殊出生率が を

昇である（図８参照）。これに

ているにもかかわらず，合計

を正確に判断するためには，

よるのか，より以前の世代の

年において，有配偶率が

は８割程度と言うのが最大で

切る状況であることを

関して注意すべきは，

特殊出生率の低下傾向

年以降の婚姻率の

晩婚化の結果なのかを

％を上回るのは， 歳

ある。よって，結婚し

ている夫婦あた

ながら晩婚化が

婚姻率自身は

解釈によって，

よう。伝統的に

婚と出産を結び

子供を持つ必要

りの子供数が， 人で合計

進めば，結果的に結婚した夫

やや低下しているものの大幅

今後日本で合計特殊出生率が

は，結婚は出産を意識するこ

つける考え方が希薄になり，

がないと考える人が増えたの

特殊出生率が２の水準に達す

婦が持つ子供数も減少するこ

な低下ではなく，晩婚化が進

上昇する可能性があるかどう

とが基本であった。晩婚化が

仕事において一段落した段階

か，結婚と出産とは対である

ることになる。しかし

とが自然である。

んでいることに関する

かの判断が異なってこ

意味するところが，結

でパートナーを求め，

と考えているが，そう

であるだけ経済

よって，状況判

産に対する考え

ると，出産に対

以上の状況を

経済基盤が十分

きるまで結婚や

的基盤が安定しないと結婚に

断は変化する。表１の有配偶

方には大きな変化はなく，

する考え方が根本的に変わっ

経済学的に判断すると， 歳

ではなく，希望するだけの子

出産を控える人々は晩婚化し

踏み切ることができないと考

出生率を見る限り， 歳代ま

歳以上層の有配偶出生率が上

てきているとは判断しにくい

代で結婚した夫婦は，出産に

供を持つことが困難である。

，経済的にはより多くの子供

える人が増えたのかに

でに結婚した夫婦の出

昇していることを考え

。

対する意欲は高いが，

一方，経済的基盤がで

を持つことが可能でも

結果的に持つ子

行に関して，経

子供を持つこ

の安定的な仕事

わる可能性であ

り，これに要す

供の数が少なくなってしまう

済的要因の果たしている役割

とによる経済的負担の源泉は

を継続することが困難になり

る。第２に，核家族化の下で

る負担が大きいことである。

可能性が高い。以上のように

も相当大きい。

，複数考えられる。第１に，

，失業するかパート労働等の

は，共 ぎ夫婦は子供を保育

第３に，現在のように高等教

考えると，少子化の進

出産によって妻が従来

収入の少ない仕事に変

施設に預ける必要があ

育を受けることが一般

（ ）



化すると，教

外の費用負担

上記の状況

少子・高齢化

育に要する費用が大きくなり

が増加していること等が挙げ

を改善するには，男女雇用機

に伴う日本経済の課題（平田）

，公教育がゆとり教育化す

られる。

会均等法の実質化，保育施

ることによって，公教育以

設の充実と公的負担の増加，

公教育の質の

要になろう。

自身が費用負

本節の議論

ここで示した

上昇（少人数クラス，進度別ク

高等教育の費用に関しては，

担をする形態の奨学金の検討

は，経済学的視点に加えて，

のはあくまでも一つの考え方

４．人口減少・年齢構成

ラス編成等）と合わせて，児

金額的にも大きく組織的な

が必要であろう。

社会学や心理学の視点から

である。

の変化がもたらす経済・社

童手当の充実等の対策が必

検討が必要であるが，学生

の検討も必要な課題であり，

会的課題

これまでは

は，少子・高

きな経済問題

い。以下では

に伴う課題と

先ず人口変

，日本における人口問題，特

齢化がもたらす経済・社会的

となる，年金問題と労働力の

，便宜的に少子・高齢化によ

を分けて考えていくことにす

動が世帯数の変化に与える影

に少子・高齢化の実態を中

課題を概観し，その上で少

確保問題に関してやや詳し

る人口の年齢構成のゆがみ

る。

響から検討しておく。現在

心に説明してきた。以下で

子・高齢化の影響が特に大

い説明を与えることとした

がもたらす課題と人口減少

までのところ，人口増加率

の停滞は，世

を判断するこ

現在の日本の

人口の減少

ンションの空

の傾向がより

可能な住宅の

帯数の増加傾向に大きな影響

とは難しい。また，人口の変

社会状況を反映しているとも

は将来的に世帯数の減少に結

室が増加する可能性も高い。

強くなると想定される。これ

増加等が発生し，各種社会問

を与えていないが，今後と

動形態と世帯数の変動形態

考えられる。

びつくことが予想される。

現在でも世帯数に比べ住宅

に伴って，日本でもスラム

題の温床となる可能性を否

もこの傾向が継続するのか

が対応していないことは，

これに伴って，空き家やマ

数が上回っており，今後こ

化するマンションや管理不

定することはできない。

これらの関

年以前に

で増加してい

る。 年で

家族化の進行

継続している

大の要因は，

係をデータで確認すると以下

比べると 年以後では増加

る。これに伴って，世帯あた

は世帯あたり人口は 人に

という形で説明されている。

ことに関しては何らかの説明

高度経済成長期の労働力の農

のようになる。全国の世帯

のペースが鈍くなっている

りの人口は，図 に示すよ

まで低下している。こうし

核家族化がいわれてから久

が必要であろう。日本にお

村部から都市部への移動に

数は，図 に示したように，

が，人口増加以上のペース

うに減少傾向が継続してい

た変化は，日本における核

しいが，現在もこの傾向が

いて，核家族化を進めた最

伴い，農村部に高齢者の核

家族，都市部

り一層の核家

た。現在は，

増加といった

帯あたり居住

今後人口減

に若い世代の核家族が形成さ

族化，地方都市における三世

高齢者世帯における独居世帯

形で，独居世帯の増加が進ん

人口の減少という状況を生み

少のペースと世帯あたり人口

れたことであった。その後

代同居世帯の減少といった

の増加，晩婚化の進行によ

でいると考えられる。こう

出していると判断される。

の低下のペースがどのよう

，都市居住世帯の中でのよ

形で，核家族化が進んでき

る，若い世代の単身世帯の

した独居世帯の増加が，世

に推移するかを予想するこ

（ ）



立命館経済

図

学（第 巻・第５号）

世帯数

図 世帯あたり人口

とは困難である

限が存在すると

あろう。

表３に示した

年の調査を除い

第に高くなって

が，世帯あたり人口に関して

すれば，人口減少開始後，一

のは，総住宅数と総世帯数の

て総住宅数の増加ペースが総

いることを示している。こう

，物理的な最低値である１よ

定期間後には世帯数も減少す

推移である。これによると，

世帯数の増加ペースを上回っ

した状況が継続する中で，世

りも大きな何らかの下

ると考える方が自然で

この間日本では，

ており，空き家率が次

帯数の減少が始まると，

（ ）

表３ 総住宅数

総住宅数
（千戸）

同増減
（％

年
年
年
年
年
年

およ

率
）

び世帯数

総世帯数
（千世帯）

同増減率
（％）



空き家率が急

取り上げられ

行き届かなく

少子・高齢化

激に上昇する可能性がある。

てこなかったが，今後居住条

なったマンション等において

に伴う日本経済の課題（平田）

日本ではこれまで，都市の

件の良くない地域の空き家

，スラム化等の問題が発生

スラム化の心配はほとんど

や居住者が減少して管理が

する可能性も視野におく必

要が出てくる

要因となる。

別途の問題

ことが予想さ

成における品

年齢構成の

の維持の問題

可能性がある。さらに，空き

として，人口構成の高齢化に

れ，国内市場を対象とする商

目数も減少する等の影響が出

ゆがみがもたらす課題として

がある。いずれも保険料の支

家率の上昇は今後の地価の

人口減少が加われば，社会

品の需要が減退することに

る可能性も高い。

，国民年金，健康保険，介

払い主体と保険金の受給主

動向を考える上でも重要な

的活力はより一層低下する

なる。これと併せて商品構

護保険等公的保険システム

体間の人数バランスが大き

く変化するこ

成の変化によ

が最も明確に

関しては公的

しているが，

公園として整

設利用形態の

ましい。

とになる。これほど明確では

り，必要となる施設の中身に

なっているのは，教育施設の

教育機関の施設の利用転換の

これから問題になるのは，私

備された公園も現在では老人

転換に関しては，地域特性に

ないが，各種の公共施設に

変化が発生する。こうした

過剰と，高齢者福祉施設不

可能性も存在する。すでに

立学校特に大学の過剰問題

公園に姿を変えているとこ

よる相違もあり，住民合意

関しても利用主体の人口構

公共施設のうち状況の変化

足の問題であろう。これに

私立の幼稚園の閉鎖も経験

である。高度成長期に児童

ろも多い。こうした公共施

の下での速やかな対応が望

国民の年齢

る。工業部門

おける人口構

口構成の変化

短期的に明

低下しよう。

も，まだ活力

構成の変化を商業の立場から

に関しては，必ずしも国内の

成の変化による影響を強く受

に機敏に対応することを心が

確な変化を感じることはない

これに関する課題も段階的で

のある高齢者として多様な社

見れば，売れ筋商品構成の

市場のみを対象としている

ける可能性は低いが，商業

けないと，環境の変化に取

が，人口構成が高齢化する

あり，これから 年程度は

会活動に従事し，社会の活

変化として現れることにな

わけではないので，日本に

部門に関しては，国民の人

り残される可能性が高い。

ことにより，社会的活力は

，団塊の世代が退職はして

力の維持・向上に貢献する

可能性が高い

ことが想定さ

となる時代に

非常に難しく

こうした諸

する。目に見

していく上で

。しかしながら，この世代が

れ，本格的にこの問題を考え

なると，どのようなシステム

なる。

問題に共通する課題は世代間

えやすい税や保険料支払いの

必要となるサービスをだれが

歳を越える， 年以上先

ることが必要になるであろ

を構築してこの世代の介護

の負担の不公平感をいかに

問題はもちろんであるが，

荷うのかも大きな課題とな

には真に社会的活力を失う

う。団塊の世代が独居老人

を行うのかを考えることは

解消するのかの問題に帰着

地域コミュニティーを維持

る可能性が高い。

次に人口減

は，生産活動

この問題は複

等考えるべき

供を持たない

公共システム

少がもたらす，経済・社会的

を維持するために必要な労働

雑で，現在の高失業率に対す

要因が多いので，節を改めて

高齢者の存在が多くなること

の中で考えることの重要性が

影響を考える。人口減少に

力を十分に確保することが

る認識，産業構造の変化，

検討する。人口減少を具体

を意味している。このこと

増すことを意味すると同時

伴って発生する最大の課題

可能かどうかの問題である。

外国人労働力問題との関係

的に考えると，独身者，子

は，生存中の介護の問題を

に，遺産相続の問題も複雑

（ ）



にする可能性が

求められる可能

もちろん人口

立命館経済

ある。今後は，夫婦それぞれ

性も高くなると考えられる。

の年齢構成が安定したという

学（第 巻・第５号）

の両親に加えて，伯父・伯母

条件の下で，日本の人口が減

等親族に対する介護を

少した状況を考えるの

であれば，これ

るし，地価上昇

なくなるので，

近少子・高齢化

いイメージを払

［ ］，日下［

人口の年齢構成

までに整備してきた社会的共

が極端に進むこともなく，住

現在の過密社会よりも生活し

をあつかった文献では，少子

拭する意味もあり，人口減少

］，原田・鈴木［ ］等）。

を安定化させるために必要と

通資本をより少ない人数で利

居問題にこれまでのようにエ

やすい社会が訪れると考える

・高齢化社会の到来と人口減

に伴う明るいイメージを強

しかしながら，こうした状況

なる適切な政策を採り続ける

用することが可能であ

ネルギーを使う必要も

ことも可能である。最

少社会の到来という暗

調するものが多い（松谷

を生み出すためには，

一方，人口の年齢構成

が安定するまで

形で，たとえ低

件が十分に整備

５ １ 年金

の間，世代間の負担の公平を

い成長率でも経済成長が継続

されていないことを忘れる訳

５．少子・高齢化

制度の意味

維持する努力をも継続し，労

することが大前提であり，現

にはいかない。

が年金制度に与える影響

働生産性を向上させる

在の日本にこうした条

少子・高齢化

人口の年齢構成

が少子・高齢化

人間の人生は

護によって生活

用いて，生活に

にはどうやって

に伴う経済社会問題の中で，

のゆがみが，引き起こす社会

によってどのような影響を受

，幼年期，勤労期，老年期に

し，勤労期は自分の収入によ

必要なものを購入して生活す

生活することになるのであろ

現在最大の関心事は年金問題

問題のひとつの例として年金

けるのかを，年金の仕組みか

分けることができる。このう

って生活する。現在の社会で

ることが大前提である。とこ

うか。

であろう。本節では，

問題を取り上げ，これ

ら考えることにする。

ち，幼年期は両親の庇

は，一定の貨幣収入を

ろで，定年後の老年期

簡単に言えば

収入の一定割合

付利した金額を

現行の年金制度

っているが，年

それでは，こ

の課題は，政府

，老年期の収入を保証するシ

を，国が年金保険料として徴

ベースに老年期の生活を維持

では， 歳から 歳までの世

金の受け取り年齢は段階的に

の年金制度に関する課題とし

が強制的に貯金させなくても

ステムが年金制度である。年

収し強制的に貯金をさせ，こ

するための一定の年金収入を

代が保険料を支払い， 歳以

歳まで引き上げられる。

てはどのようなものが存在す

自分で貯金しておけば良いの

金制度とは，勤労期の

の原資を国が運用し，

保証する制度である。

上の人が年金を受け取

るのであろうか。第１

ではないかという疑問

である。第２の

疑問である。

第１の問題を

種類の不確実性

かわからないと

第１の不確実

課題は，自分の貯金分（支払

考えるポイントは，貯金と年

を知る必要がある。ここでい

いう不確実性である。第２の

性の結果，自分が貯金した資

った年金保険料）は必ず自分に

金の違いを理解することであ

う，第１の不確実性は誰も自

不確実性は物価水準の変動に

金で老後の生活を考えるとき

戻ってくるのかという

る。このためには，２

分は何歳まで生きるの

関する不確実性である。

，何年間の生活をまか

（ ）



なわなければ

てを使うので

である（最近

少子・高齢化

ならないかを想定することは

はなく，使うお金を少なくし

では，遺産を引き継ぐ相手がい

に伴う日本経済の課題（平田）

困難である。この結果実際

余ったお金は遺産として子

ない人も多い）。これに対して

には，貯金した資金のすべ

孫に引き継ぐことが一般的

，年金の場合は生きている

限り支払いが

るということ

を受け，早死

第２の不確

まかなう場合

したことにな

上昇に応じて

約束されている。このことか

ができる。要するに，長生き

にすれば，支払った年金保険

実性である物価上昇の変動に

には，物価水準の変動には耐

り，インフレが激しくなると

金利水準も上昇することが一

ら，年金システムが国民全

した人は自分が支払った年

料に見合う年金を受け取れ

関しても，自分で貯金した

えられない。物価が１割上

貯金の目減りも大きくなっ

般的であるので，物価上昇

体の相互扶助の仕組みであ

金保険料以上に年金の給付

ないことになる。

お金を使って老後の生活を

昇すれば，貯蓄は１割減少

てしまう。もちろん，物価

の影響は一定程度軽減され

ることも事実

支払い金額を

第２の問題

説明でも分か

の中で最大の

たことである

が，現在年金

である。これに対して，年金

調整している。

である自分の納めた年金保険

るようにそうはなっていない

理由は，年金制度発足時に掛

。高度経済成長と人口増加を

制度を維持していく上では大

の場合には，現在のところ

料が全て自分に戻ってくる

。こうした状況を生み出し

け金を十分に納めていない

前提として年金制度がスタ

きな足かせとなっている。

物価水準の変動によって，

のかに関して言えば，上の

た理由は複数存在する。そ

人に対しても年金を支給し

ートしたことの結果である

５ ２ 年

上記の議論

式とがあり，

年金の積み

原資とすると

年金保険料を

これまで説

金制度の仕組み

を正確に理解するためには，

日本の制度は両者の折衷型で

立て方式というのは，世代ご

いう年金の支払い方法である

今年の年金支払いの原資にす

明してきた年金制度の目的に

年金制度の基本的仕組みと

あることを知る必要がある

との掛け金の蓄積をベース

。これに対して，賦課方式

るという年金の支払い方法

照らすと，両制度ともそれ

して積み立て方式と賦課方

。

にその世代の年金の支払い

というのは，今年徴収した

である。

ぞれに問題を抱えている。

積み立て方式

ので，世代間

が）。しかし

レーションが

うことができ

代の保険料の

は，各年の収

の年金制度では，各世代の年

の不公平は存在しない（もち

ながら，インフレーションに

発生すれば，自分たちの世代

ない可能性が存在する。これ

蓄積を流用しなくてはならな

入で各年の支出をまかなうの

金原資は各世代が勤労期間

ろん，生存期間の相違による個

対する備えは持っていない。

の蓄積だけでは，老後に最

に対応するためには，税金

いことになる。これに対し

で，物価上昇に伴う影響を

に蓄えたものが利用される

人間の不公平は避けられない

この結果，急激なインフ

低限必要な年金の給付を行

によって補 するか若い世

て，賦課方式の年金制度で

考える必要はない。しかし

ながら，年金

いの負担が大

とが予想され

５ ３ 現

現在の日本

を受け取る人と年金保険料を

きくなる。少子・高齢化の進

ている。

行年金制度の課題

の年金制度では，積み立て方

支払う人の間で人数のバラ

行により，今後の日本では

式と賦課方式の折衷型で，

ンスが崩れると保険料支払

こうした問題が発生するこ

賦課方式のウエイトが高い。

（ ）



このことにより

いと年金受給金

システムで運営

立命館経済

，日本の年金制度では人口の

額の不公平を生む可能性が高

されているわけでもないので

学（第 巻・第５号）

年齢構成の変化により，世代

くなっている。また，すべて

，就業先業種の相違等による

間で年金保険料の支払

の国民の年金が同一の

年金制度上の不公平も

現実に存在して

現在の日本の

を徴収することが

部分）から構成

上積み部分），共

れている。こう

間の不公平感が

いる。

年金制度は，基礎年金（すべ

想定されている），２階建て部

されている。２階建て部分は

済年金（公務員，非営利団体等

した年金制度に伴う不公平感

拡大することが懸念されるこ

ての国民に共通な年金制度，

分（各自の就業形態や所得に応

，厚生年金（民間企業に就業し

で就業した人を対象とした年金

が存在する上に，少子・高齢

とから，年金制度改革の議論

歳以上の全国民から保険料

じて年金額が異なってくる

た人を対象とした年金の

の上積み部分）等に分か

化の進行により，世代

が繰り返されている。

年金制度を改

大きな影響を受

年期の生活を支

４）人口構成の

の原因を探求し

貯蓄の高い人に

る等である。こ

がない。

革していくうえでの基本的課

けない制度が望ましい，２）

える上で本当に必要な金額は

変化が年金制度に影響を与え

，これを解決する方策を考え

対して年金を支給する必要が

うした課題に対する真剣な議

題としては，１）人口の年齢

すべての制度を１本化するこ

どれくらいなのかに関して合

ない仕組みを直ちに作ること

ることも重要である，５）年

あるのかという疑問に対して

論と解決策の提示が必要にな

構成に変化があっても

とが望ましい，３）老

意を取る必要がある，

は困難であり，少子化

金受給対象者で所得や

解答を与える必要もあ

っていることは間違い

しかしながら

どのような制度

能である。そこ

年金制度自身の

未払い問題等は

あり，こうした

いような運営を

，制度の変更は，国民１人１

を作っても何らかの不公平は

で，こうした前提で，年金制

目的をより一層明確にして議

，年金制度が複雑になり，制

問題が発生しない制度を作る

行うことが重要である。この

人の利害に関して異なった影

残存するのでこの問題を完全

度の趣旨と現行制度の問題点

論をする必要がある。近年問

度自身が１本化していないこ

こと，制度の欠陥によって，

ためには，冷静で組織的な検

響を与える。この結果，

に解決することは不可

を国民全体で共有し，

題とされる，保険料の

との結果という側面も

損害を受ける人が出な

討とわかりやすい形で

の情報の提供が

的な理解の共有

日本経済の成

必要である。本稿では，年金

が重要であることに関しては

６．生産力水準を維持

長率は， 年代以降大幅に

制度改革の具体的な検討には

強く主張しておきたい。

する労働力は確保できるの

低下しており，人口減少に伴

踏み込まないが，基本

か

って一層成長率が低下

することが心配

マクロの経済成

である。今後十

明確な解答を導

されている。しかしながら，

長率は低くとも，人口１人あ

分な労働力を確保することが

くことは困難であるが，以下

人口減少にもかかわらず

たりの 水準を増加する

できるのかの判断には複数の

で可能な限り論点を整理する

水準を維持できれば，

ことが理論的には可能

要因が関係するので，

。

（ ）



６ １ 人

高齢化人口

口が減少する

少子・高齢化

口構造・人口水準が労働力供

比率の増大および人口の減少

可能性が高い。こうした状況

に伴う日本経済の課題（平田）

給に与える影響

によって，労働力人口およ

を確認するため，労働力人

び全人口に占める労働力人

口数の変化を示したのが図

であり，全

うに，日本の

少に転じてい

してきている

ビー・ブーム

の低下である

人口に占める労働力人口の割

労働力人口は， 年以降一

る。総人口に占める労働力人

。労働力人口割合に関しては

で出生者数が増加したこと

）とは原因が異なっている。

合を示したのが図 である

貫して増加してきたが，既

口の割合（労働力人口割合）

， 年代後半にも低下し

の結果であり，現在の状況（

。これらの図からわかるよ

に 年をピークとして減

も， 年以降同様に低下

ているが，これは第２次ベ

主要な原因は若年人口の割合

６ ２ 円

日本におけ

力人口の減少

移転し，国内

図

高に伴う産業構造の転換が労

る労働市場の状況に対する判

の一方で， 年以降の円高

産業の空洞化が進み，これに

労働力人口の推移
）

働力需要に与える影響

断を困難にしている要因は

に伴い日本における製造業

よって労働力の過剰感が発

，少子・高齢化に伴う労働

の生産基地が急激に海外に

生したことが挙げられる。

図 労働力人口割合の推移

（ ）



立命館経済

図 産業

学（第 巻・第５号）

別就業者割合の推移
）

図 サービス業における就業者割合の推移

産業の空洞化は

の結果，日本の

変化が生じてい

こうした変化

が高まることで

基本的には，日本国内におけ

産業構造には多様な変化が発

る可能性あがり，各産業を合

の形態として，理想的な姿は

ある。こうした形態が維持さ

る製造業部門の生産活動の停

生し，産業分類における各産

計した雇用吸収力が低下した

製造業内における知識集約的

れれば，日本国内の雇用吸収

滞を意味している。こ

業の雇用吸収力割合に

と考えられている。

な分野での雇用吸収力

力が数量的には低下し

ても，製造業部

を上昇させるこ

野を開拓し，生

日本の産業別

分野における割合

するスピードの

門の中でより知識集約度の高

とが可能になると考えられる

産性を向上することが可能に

雇用状況の変化を示したのが

）である。図 の変動から確

方が，知識集約部門への特化

い分野に特化することにより

からである。これによって，

なる。

，図 （産業全体に占める割合

認する。これまでの主要生産

や新規産業部門の開発のペー

，産業の付加価値水準

高い技術水準の産業分

）と図 （サービス産業

物の生産を海外に移転

スよりも早いことの結

（ ）



少子・高齢化

図

に伴う日本経済の課題（平田）

完全失業率の推移
）

図 有効求人・求職倍率の推移
）

果，現実には

おり，就業者

吸収力におけ

較を考える場

いるが，サー

上記の問題

製造業の雇用吸収力が低下し

割合が比較的安定していた建設業

る割合を高めているのはサー

合には，製造業部門に関して

ビス産業分野は基本的に国内

意識にしたがって，サービ

（農林水産鉱業における就業者

においても， 年以降その割

ビス産業分野である。しか

は非常に高い割合で国際市

市場を対象とした経済活動

ス産業（いわゆる第３次産業）に

数の割合は継続的に低下して

合を低下させている），雇用

しながら，経済力の国際比

場における取引が行われて

である。

おける就業者数割合の変

化を見たのが

は，運輸通信

サービス産業

これ以外の割

ス産業分野で

の転換を達成

，図 である。ここに示した

業，金融不動産業，卸小売業

分野の中で就業者数割合を確

合は押しなべて低下している

吸収したとしても，これによ

したことになるのかどうかに

産業分野のうち一定程度国

であるが，その程度は比較

実に高めているのは，狭義

。こうした状況を前提にす

って日本経済の国際競争力

関しては疑問がある。

際競争にさらされているの

的小さなものである。また，

のサービス産業分野であり，

れば，国内の雇用をサービ

を高める方向での産業構造

（ ）



これまで述べ

転したこと，サ

いことの結果，

立命館経済

てきたように，平成不況以後

ービス産業分野で国際競争力

労働力人口の低下にもかかわ

学（第 巻・第５号）

の日本経済では，製造業部門

を持つ産業分野における雇用

らず，失業率（図 ）が上昇

が生産基地を海外に移

吸収力が高まっていな

しており，有効求人・

求職倍率（図

に伴い，労働力

る。過去におい

した状況は一定

働市場の今後の

６ ３ 労働

）も極めて低い値を取ってき

市場の状況にも変化が生じて

ても，雇用状況はひとたび労

期間継続するという傾向が観

状況に関して明確な状況認識

力の質の確保は可能か

ている。しかしながら，

おり，雇用情勢の見極めはな

働力不足あるいは雇用不足の

察されており，もうしばらく

を得ることは困難である。

年後半からの景気回復

かなか困難になってい

状況が発生するとそう

状況を見極めないと労

知識集約産業

待される分野で

質の高い労働力

高等学校まで

ても少数科目入

ていない。大学

が中心であり，

れを身につけさ

分野，技術力の高い新産業分

は，労働力の質の問題が重要

を生み出す機能を十分に果た

の教育において，授業時間数

試が普及したことによって，

における教育は伝統的に，基

学生が高等学校までにバラン

せるための教育システムをも

野あるいはサービス産業分野

になる。現在の日本の教育シ

しているのかという問題を最

の削減と選択制が幅広く導入

最近の日本では学生の基礎学

礎学力の形成に目を向けるこ

スの良い基礎学力を身につけ

っておらず，結果的に大学教

においても高賃金が期

ステムは，このような

後に検討したい。

され，大学入試におい

力の均質性が担保され

となく，専門的な教育

ていない場合には，こ

育の水準も低下傾向を

示している。

今後の日本の

存する割合が高

“読み書きそろ

景気低迷のみが

日本企業は，海

なるかもしれな

労働市場において要求される

まるのは事実であるが（スポ

ばん”の能力を要求されるこ

原因ではなく，基礎学力不足

外で安い労働力を確保するの

い。この問題に関する研究例

能力は，伝統的な基礎学力に

ーツ選手，芸術家等），大部分

とは間違いがない。最近の学

の学生数の増加を反映してい

ではなく，質の高い労働力を

として，西村他［ ，

とらわれない能力に依

の労働力は，伝統的な

卒者の就職率の低下は，

るとも考えられ，今後

確保することが必要に

］を参照されたい。

６ ４ 外国

少子・高齢化

なることが予想

け入れ問題は，

にはない。しか

け入れはすでに

人労働力の受け入れ

に伴い，日本の労働市場にお

される。しかしながら，バブ

製造業の空洞化，失業率の上

しながら，限定的な形態では

定着しており，製造業分野の

いても外国人労働力の受け入

ル経済期に大きな問題となっ

昇に伴い，現在のところ急激

あれ，日本の製造業分野にお

動向次第ではより一層積極的

れが重要な検討課題に

た，外国人労働力の受

に拡大するという状況

ける外国人労働力の受

な外国人労働力の受け

入れを求める声

平成不況期に

の雇用に関して

ることが容易で

いると考えられ

っては既に１を

が上がる可能性は否定できな

は，失業率の上昇，有効求人

は，製造業においてもサービ

あり，積極的な外国人労働力

る。現在では，有効求人・求

上回っている。こうした状況

い。

・求職倍率の低下に伴い，日

ス業においても，日本人を非

の受け入れを行う必要性が低

職倍率が全国平均でも１に近

が継続すると，外国人労働力

本における単純労働力

正規労働の形で確保す

かったことを反映して

づいており，地域によ

への需要が拡大する可

（ ）



能性が高い。

け入れるか，

られる企業が

少子・高齢化

特に， 年以降団塊の世代

若年労働力の雇用を拡大する

今後増加する可能性が高い。

に伴う日本経済の課題（平田）

が順次定年を迎えることも

か，外国人労働力の受け入

あり，定年後の再就職を受

れを拡大するかの選択を迫

ところで，

拡大しなくて

産業の空洞化

から海外進出

ける存在感を

も可能となっ

少しても失業

少子・高齢化が進行しても，

はならないのは，学力が高く

が一層進む可能性が高い。プ

を進めた企業は，既に海外に

増していると考えられ，日本

ていると考えられる。もしこ

が減少しないか，不安定就業

日本経済の生産性を向上さ

質の良い労働力であり，こ

ラザ合意以後日本企業の海

おける雇用確保のノウハウ

国内で不足する質の高い労

うした動きが進行すると，

が増加するという事態が発

せるために，今後の需要が

れを国内でまかなえないと，

外進出が拡大し， 年代

を十分に体得し，各国にお

働力を海外で雇用すること

日本国内の労働力人口が減

生する可能性もある。

上記のよう

働力の供給不

がら，日本国

直しが急務で

に，労働市場の動向には複数

足の観点のみから今後の労働

内の失業率の解消，優秀な労

あり，その結果によって真の

７．ま

の要因が影響を与えるので

市場の動向を予測すること

働力確保のためには，日本

労働力不足を考えることに

とめと今後の課題

，少子・高齢化に伴う，労

は不可能である。しかしな

における教育システムの見

なるのではなかろうか。

本稿では，

おける状況を

した。こうし

学的に検討す

本稿で，人

いう国土を前

して何らかの

日本における人口減少期への

データによって確認した上で

た検討を行った後，少子・高

べき重要な課題として，年金

口減少社会における問題を少

提とした，最適人口規模を定

数値目標を設定したとしても

移行を，少子・高齢化の視

，少子・高齢化が進行する

齢化が，日本経済に与える

問題と労働力不足の問題に

子・高齢化社会の問題とし

義することは非常に困難で

これを達成するための政策

点から捉え，これの現状に

経済的要因を抽出して整理

変化に関して概観し，経済

関してやや詳しく検討した。

て整理した理由は，日本と

あり，たとえ人口規模に関

を提示し，これを実行に移

すことは現実

問題の大部分

もたらされる

少子・高齢

これに直接的

率の推移，出

日本において

的には不可能であるという判

は人口規模の減少によっても

のではないかという判断にも

化の進行をデータによって，

影響を与える，出生数・死亡

生数に影響を与える婚姻の情

は，合計特殊出生率が，人口

断がある。さらに，人口減

たらされるよりも，人口の

拠っている。

確認する作業においては，

者数の推移，人口規模の変

況と既婚女性の出産状況の

規模を維持する水準に比べ

少がもたらす社会・経済的

年齢構成のゆがみによって

日本における人口の推移，

動を規定する合計特殊出生

変化を検討した。この結果，

，大きく低下していること

が明らかとな

児数に関して

っとも出産率

執筆中に

が明らかにな

こうした少

った。一方， 歳代で考えれ

も大きな変化が認められない

の高い 歳代における未婚率

年か 年に始まると考えら

った。

子・高齢化の進行に経済的要

ば既婚者の割合に変化が認

。しかしながら，結婚年齢

が大きく上昇していること

れていた日本の人口減少が

因が影響していることは明

められず，既婚女性の出生

は確実に上昇しており，も

が確認された。なお，本稿

， 年から始まったこと

らかであり，最大の原因は

（ ）



女性の社会的進

併せて，子供を

きくなっており

立命館経済

出が進むに伴い，結婚出産に

持つことの直接的費用も高学

，これが少子化を進めている

学（第 巻・第５号）

要する機会費用が上昇してい

歴化の進行，公教育に対する

ことは事実である。よって，

ることである。これと

信頼の低下等により大

少子化対策に関しては，

女性の雇用条件

ろう。

少子・高齢化

可能であるが，

あること，人口

ービス分野にお

の変化が予想さ

の改善，養育費用に関する補

に伴って発生する社会・経済

人口減少に伴い今後の世帯数

構成の変化により社会的活力

いて必要とされるサービス内

れること等を指摘し，大きな

助，育児施設の充実，公教育

問題は幅が広く，本稿でその

および空家率の動向に関する

が低下することに対する対策

容が変化すること，小売商業

課題とし公的保険制度の維持

の再構築等が必要であ

全てを論じることは不

注意深い確認が重要で

が必要であること，サ

における販売商品構成

，労働力の確保問題が

存在することを

上記の整理の

とを指摘し，年

課題を列挙した

最後の労働力

なって発生する

必要性と両者の

の生産性を高め

指摘した。

うえで，人口構成のゆがみが

金制度の現状と問題点を整理

。

の確保問題に関しては，労働

問題と製造業における産業空

バランスに基づいて考えなく

るためには，日本において必

もたらす最大の問題として年

し，今後検討すべき年金制度

力市場の需給場バランスの問

洞化に伴って発生する問題と

てはならないことを指摘した

要とされる労働力は質の高い

金制度の維持があるこ

改革の方向性に関する

題を少子・高齢化に伴

に分けて考えることの

。結局今後の日本経済

労働力であり，これを

十分に国内で供

する可能性が存

論じた。

少子・高齢化

問題を総合的に

際的分析を中心

子・高齢化に伴

給することが不可能であれば

在することに関しても論及し

に関連する課題は幅が広く，

考えることはきわめて学際的

に検討した。個別分野の専門

って発生する課題の整理には

，労働力の減少にもかかわら

，ここでも教育システムの向

それぞれの分野に専門家が存

な問題である。本稿では，経

家にとっては，当然のことの

こうした総合化の作業が必要

ず，失業問題が深刻化

上が必要であることを

在する。一方で，この

済学の視点に立った学

みの記述であるが，少

であると考え，あえて

こうした論稿を

１年１年の変化

を注意深く検討

い。こうした中

分析と教育改革

いくことにした

執筆した。また，少子・高齢

によって一喜一憂すべき問題

し，こうした分析の成果を吸

で，筆者自身の個別分野は，

と人材の質の向上に関する分

い。

化に伴う問題は相当長期的に

ではない。今後とも少子・高

収しつつ総合的視点に立った

長期的な経済成長と日本経済

野であると考えているので，

検討すべき課題であり，

齢化に伴う各種の問題

検討を継続していきた

の構造変化の将来像の

この面の研究も進めて

） 筆者は

藤［

） 人口の

） 本図は

） もちろ

際には不

，人口論を専門としている訳では

］，大淵・高橋［ ］等を参考

データは，総務省統計局，『構成

，日本国勢図会 による

ん公式統計に表れるのは，正規の

法滞在等による，非正規の外国人

注

ないので，人口構造の分析に関

に可能な限り最新のデータを追加

調査報告』および同，『推計人口

。元データは国連統計である。

手続きによって日本に流入して

の存在も無視することはできな

しては，岡崎［ ］，加

しつつ，現状を分析した。

』によっている。

いる外国人の数であり，実

いであろう。

（ ）



） 合計

多い。

年齢階

少子・高齢化

特殊出生率は，１人の女性が一

正確な定義は，出産可能な女性

層別出生率を上記の 歳から

に伴う日本経済の課題（平田）

生に何人の子供を産むかを示す指

の年齢を 歳から 歳と想定し，

歳まで合計したものとして定義さ

数であると説明されることが

各年齢階層別に各年の女性の

れている。数式で表現すると，

年齢

各年齢

殊出生

状況の

） 厚生

） 国立

） 総務

） 厚生

の女性の数を で示し，年

別出生率は， とな

率であるので，合計特殊出生率

影響を受けるので，必ずしも安

労働省，『人口動態統計』，総務

社会保障，人口問題研究所，『出

省統計局，『労働力調査』による

労働省，『毎月勤労統計調査報告

齢 の女性がその年に出産した

る，これを出産可能な年齢に関

となる。よって，合

定した指標ではない。

省，『国勢調査』による。

生動向基本調査』による。

。

』による。

子供の数を とすれば，

して合計したものが，合計特

計特殊出生率は，各年の出産

） 総務

原田 泰・

省統計局，『労働力調査』による

［

鈴木 準［ ］，『人口減少社

［ ］

。
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